
【様式第1号】

自治体名：米原市

会計：連結会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 111,364,272   固定負債 66,752,100

    有形固定資産 92,568,075     地方債等 38,638,751

      事業用資産 34,441,327     長期未払金 37,432

        土地 12,310,347     退職手当引当金 3,798,335

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 24,277,582

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 6,093,439

        建物 46,718,498     １年内償還予定地方債等 3,887,140

        建物減価償却累計額 -26,996,305     未払金 1,704,057

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 2,624,176     前受金 26

        工作物減価償却累計額 -1,216,211     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 376,300

        船舶 -     預り金 91,980

        船舶減価償却累計額 -     その他 33,936

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 72,845,538

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 114,666,765

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -68,341,227

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 305,559

        その他減価償却累計額 -254,041

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 949,304

      インフラ資産 55,108,253

        土地 3,080,898

        土地減損損失累計額 -

        建物 1,309,642

        建物減価償却累計額 -419,550

        建物減損損失累計額 -

        工作物 82,850,005

        工作物減価償却累計額 -32,324,071

        工作物減損損失累計額 -

        その他 1,619

        その他減価償却累計額 -1,538

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 611,248

      物品 9,644,782

      物品減価償却累計額 -6,626,287

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 2,803,159

      ソフトウェア 496,372

      その他 2,306,787

    投資その他の資産 15,993,038

      投資及び出資金 86,551

        有価証券 -

        出資金 86,551

        その他 -

      長期延滞債権 266,951

      長期貸付金 323,610

      基金 15,341,596

        減債基金 4,104,915

        その他 11,236,681

      その他 -

      徴収不能引当金 -25,670

  流動資産 7,806,804

    現金預金 4,109,573

    未収金 376,547

    短期貸付金 36,587

    基金 3,265,906

      財政調整基金 3,265,906

      減債基金 -

    棚卸資産 12,728

    その他 12,946

    徴収不能引当金 -7,483

  繰延資産 - 純資産合計 46,325,538

資産合計 119,171,076 負債及び純資産合計 119,171,076

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：米原市

会計：連結会計 （単位：千円）

連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

  経常費用 34,163,998

    業務費用 15,236,455

      人件費 4,691,820

        職員給与費 3,649,681

        賞与等引当金繰入額 366,068

        退職手当引当金繰入額 21,483

        その他 654,588

      物件費等 9,661,795

        物件費 5,005,077

        維持補修費 629,736

        減価償却費 4,026,734

        その他 248

      その他の業務費用 882,839

        支払利息 385,683

        徴収不能引当金繰入額 30,486

        その他 466,670

    移転費用 18,927,543

      補助金等 15,971,931

      社会保障給付 2,883,197

      その他 72,415

  経常収益 2,249,732

    使用料及び手数料 1,572,374

    その他 677,357

純経常行政コスト 31,914,267

  臨時損失 79,198

    災害復旧事業費 5,589

    資産除売却損 73,524

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 85

  臨時利益 14,158

    資産売却益 14,158

    その他 -

純行政コスト 31,979,307



【様式第3号】

自治体名：米原市

会計：連結会計 （単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 45,344,836 114,121,963 -68,777,127 -

  純行政コスト（△） -31,979,307 -31,979,307 -

  財源 32,912,939 32,912,939 -

    税収等 20,029,229 20,029,229 -

    国県等補助金 12,883,711 12,883,711 -

  本年度差額 933,632 933,632 -

  固定資産等の変動（内部変動） 933,898 -933,898

    有形固定資産等の増加 3,844,280 -3,844,280

    有形固定資産等の減少 -4,125,549 4,125,549

    貸付金・基金等の増加 1,714,197 -1,714,197

    貸付金・基金等の減少 -499,030 499,030

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 1,784 1,784

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 35,705 44,275 -8,569 -

  その他 9,580 -435,155 444,735

  本年度純資産変動額 980,702 544,802 435,900 -

本年度末純資産残高 46,325,538 114,666,765 -68,341,227 -

連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：米原市

会計：連結会計 （単位：千円）

連結資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 29,767,716

    業務費用支出 10,852,786

      人件費支出 4,626,152

      物件費等支出 5,410,684

      支払利息支出 385,683

      その他の支出 430,267

    移転費用支出 18,914,930

      補助金等支出 15,971,931

      社会保障給付支出 2,883,197

      その他の支出 59,802

  業務収入 33,437,900

    税収等収入 19,607,096

    国県等補助金収入 11,651,287

    使用料及び手数料収入 1,491,753

    その他の収入 687,764

  臨時支出 5,674

    災害復旧事業費支出 5,589

    その他の支出 85

  臨時収入 -

業務活動収支 3,664,509

【投資活動収支】

  投資活動支出 4,848,829

    公共施設等整備費支出 3,257,512

    基金積立金支出 1,533,222

    投資及び出資金支出 8,000

    貸付金支出 50,073

    その他の支出 23

  投資活動収入 2,296,418

    国県等補助金収入 930,342

    基金取崩収入 683,759

    貸付金元金回収収入 24,614

    資産売却収入 20,775

    その他の収入 636,928

投資活動収支 -2,552,412

【財務活動収支】

  財務活動支出 3,900,726

    地方債等償還支出 3,895,647

    その他の支出 5,078

  財務活動収入 3,130,548

    地方債等発行収入 3,130,548

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 64,330

本年度歳計外現金増減額 26,026

本年度末歳計外現金残高 90,357

本年度末現金預金残高 4,109,573

財務活動収支 -770,178

本年度資金収支額 341,920

前年度末資金残高 3,681,655

比例連結割合変更に伴う差額 -4,359

本年度末資金残高 4,019,216



連結会計財務書類における注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準および評価方法 

① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準および評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・・・・再調達原価 

ただし、道路、河川および水路の敷地は、備忘価額１円としています。 

イ 昭和60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は、備忘価額１円とし 

ています。 

② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準および評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

 

（２）出資金の評価基準および評価方法 

① 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・該当するものは 

                             ありません。 

② 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額 

 

（３）棚卸資産の評価基準および評価方法 

   販売用土地・・・地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則（平成20年総 

務省令第８号）第４条第２項各号に掲げる方法により評価しています。 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・・定額法 

なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。 

 



 

建物     １４年～５０年 

工作物    １０年～３０年 

物品      ２年～２０年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・・定額法 

ソフトウェア  ５年 

 

③ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、自己所有の

固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっています。 

 

（５）引当金の計上基準および算定方法 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資および出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものに

ついて、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を

計上しますが該当するものはありません。 

② 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上し

ています。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を

計上しています。 

長期貸付金については、個別に回収可能性を検討したうえで徴収不能引当金を計

上しています。 

③ 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健

全化に関する法律（平成19年法律第94号）に規定する将来負担比率の算定に含めた

将来負担額を計上しますが、当年度は該当ありません。 

⑤ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当および勤勉手当ならびにそれらに係る法定福利 



 

費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上して

います。 

（６）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７）連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金および要求払預金）および現金同等物（米原市公金管理指針におい 

て、歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。） 

なお、現金および現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金 

の受払いを含んでいます。 

 

（８）消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

   ただし、水道事業会計および一部の連結対象団体については税抜方式によっていま

す。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

重要な会計方針の変更等はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

   重要な後発事象はありません。 

 

４ 偶発債務 

偶発債務はありません。 

 

 

 



 

５ 追加情報 

（１）連結対象団体 

団体名 区分 連結の方法 比例連結割合 

滋賀県市町村職員退職手当組合※ 一部事務組合・広域連合 みなし連結 - 

彦根市、米原市山林組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 97.1% 

長浜水道企業団 一部事務組合・広域連合 比例連結 12.9% 

湖北広域行政事務センター 一部事務組合・広域連合 比例連結  23.15% 

滋賀県市町村職員研修センター 一部事務組合・広域連合 比例連結  3.3% 

湖北地域消防組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 28.53% 

滋賀県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結  3.3% 

公益財団法人 伊吹山麓まいばらｽ

ﾎﾟｰﾂ文化振興事業団 
第三セクター等 比例連結 100.0% 

※退職手当にかかる基金の持ち分相当額がマイナスであるため、みなし連結による基金及 

び退職手当支給準備金の計上はしていません。 

  ① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象

としています。 

② 第三セクター等は、出資割合等が50％を超える団体（出資割合等が50％以下で 

あっても業務運営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、 

全部連結の対象としています。また、いずれの地方公共団体にとっても全部連結 

の対象とならない第三セクター等については、出資割合等や活動実績等に応じて、 

比例連結の対象としています。ただし、出資割合が25％未満であって、損失補償 

を付している等の重要性がない場合は、比例連結の対象としていない場合があり 

ます。 

（２） 地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、 

出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計 

数としています。 

（３） 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合がありま 

す。 


